
 

2022年 1月 21日 

 

株式会社ネクサスケアの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

  

ＳＯＭＰＯケア株式会社（本社：東京都品川区／代表取締役社長 遠藤 健、以下「当社」）は、関係当局の    

手続きの完了を前提として、介護サービス事業者である株式会社ネクサスケア（以下「ネクサスケア」）の         

発行済株式の全てを取得することについて、ネクサスケアの最終株主である日本企業成長投資 1 号投資事業

有限責任組合およびその他株主（以下、総称して「ネクサスケア株主ら」）との間で合意いたしましたので、

お知らせいたします。  

  

１．株式取得の理由  

当社は、「介護の未来を変えていく」をスローガンに掲げ、経営の基本である「人間尊重」に基づいた介護

サービス品質の向上や組織運営の効率化、次世代テクノロジーの活用などを通じ、ご利用者や社員、地域や   

社会全体に対して介護のより良い未来を実現することを目指しております。 

現在、日本国内では高齢化に伴う介護サービス市場の急速な拡大が予測されております。厚生労働省発表の

将来推計によれば、主要な介護サービスの利用者層である 75歳以上の人口は、2019年の 1,849万人から 2025 

年には 2,000万人を超える見通しであり、なかでも首都圏を中心とした大都市圏において高齢者人口の急速な

増加と介護サービスの需要拡大が見込まれています。  

このような社会状況を背景に、当社はＳＯＭＰＯグループの主要事業の一つである介護事業において、     

「世界に誇れる豊かな長寿国日本」の実現に貢献するために、2018 年 7 月にグループ内介護事業会社を            

ＳＯＭＰＯケア株式会社として組織再編し、介護事業のさらなる一体化、在宅サービスから施設系サービス  

までフルラインで最高品質の介護サービス提供に取り組んでまいりました。そして、昨年 5 月に発表した         

ＳＯＭＰＯグループの新中期経営計画においては、ＳＯＭＰＯが社会に提供する価値のうち「健康で笑顔       

あふれる未来社会を創る」を中核となって担う企業として、拡大する介護需要に対応していくため、自社開発

とＭ＆Ａを効果的に組合せて積極的に規模を拡大していくことを打ち出しております。今般、ネクサスケアの

株式を取得し、当社のサービスエリアの拡大による介護オペレーターとしてのさらなる成長、地域における  

介護、看護、医療の連携強化による持続可能なサービス提供体制の確保を図ってまいります。 

ネクサスケアは、当社の戦略上の重点地域である、北海道札幌市、宮城県仙台市、東京都および神奈川県       

主要都市にて、介護付有料老人ホーム 9か所と住宅型有料老人ホーム 7か所を運営しております。 希少性の

高い介護付有料老人ホームを多く展開していることに加え、サービスの提供価格帯も当社の水準と近いこと 

から当社との潜在的シナジーも高いと考えております。今後は、ＳＯＭＰＯケアグループとして、当社の         

ネットワーク、ブランド力を活用することで、より多くの高齢者とそのご家族の暮らしに「安全・安心・健康」

を提供し、世界に誇れる豊かな長寿国日本の実現を図ってまいります。  

世界にも例をみない超高齢社会に突入した日本において、当社は、介護サービス事業に関する取組みをこれ

まで以上に強化・加速し、より多くの高齢者とそのご家族の皆さまに対する最高品質の介護サービス提供を  

通じて、世界に誇れる豊かな高齢化社会の実現を目指してまいります。 



２．異動する子会社（ネクサスケア）の概要  

（１） 名 称 株式会社ネクサスケア 

（２） 所 在 地  神奈川県横浜市西区西平沼町 4番 1号 

ヨコハマタワーリングスクエア EAST 

（３） 代表者の役職・氏名   代表取締役社長 山木 正幸 

（４） 事 業 内 容  有料老人ホーム・シニア住宅の企画・建設・運営、訪問介護事業、 

その他各事業に付帯する一切の業務 

（５） 資 本 金  50,000千円（2021年 2月 28日現在） 

（６） 設  立  年  月  日   2006年 2月 22日 

（７） 従 業 員 数  1,041名 非常勤含む（2021年 2月 28日現在） 

（８） 株主及び持株比率  Victoria 株式会社 100％ （ネクサスケア株主らが 100%保有する特別 

目的会社） 

３．株式取得の合意先の概要  

（１） 名 称  日本企業成長投資 1 号投資事業有限責任組合  

（２） 所 在 地 東京都千代田大手町一丁目１番１号 

（３） 事 業 内 容  株式会社の発行する株式等の取得及び保有等 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況  

（１） 異動前の所有株式数  0株 

（議決権所有割合：0％）  

（２） 取  得  株  式  数  普通株式 240,001株 及び A種優先株式 360株 

（３） 取 得 価 額  非開示  

（４） 異動後の所有株式数 普通株式 240,001株 及び A種優先株式 360株 

（議決権所有割合：100％） 

５．日 程  

（１） 取 締 役 会 決 議 日  2022年 1月 17日  

（２） 株式譲渡契約の締結  2022年 1月 17日  

（３） 株  式  譲  渡  日   2022年 4月 1日（予定）  

  

以上 


